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Ⅰ. 交 通



① 東京大学大学院情報理工学系研究科附属
ソーシャルICT研究センターとの連携

「東京大学 大学院情報理工学系研究科ソーシャルICT研究センターと延岡市の
相互の連携・協力に関する協定書の調印式 （2020年11月25日）
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① 東京大学大学院情報理工学系研究科附属
ソーシャルICT研究センターとの連携

行動パターン分析プロジェクト結果

午前～15時頃
にピークあり
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② 脱マイカー社会推進のための
オンデマンド交通導入事業

令和４年11月1日
オンデマンド交通「チョイソコのべおか」出発式
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② 脱マイカー社会推進のための
オンデマンド交通導入事業
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Ⅱ. 教 育
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① 同時双方遠隔授業による
論理コミュニケーション教育（市内中学校）

※協力：慶應義塾大学SFC研究所
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② 高校生向け 論理コミュニケーション教育
夏休み開催／オンライン 主催（一社）延岡こども未来創造機構
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③ Pepperを活用した
プログラミング教育（市内小学校）

※協力：ソフトバンク 株式会社
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Ⅲ. 医 療



①データ連携基盤と次世代モビリティを活用した“救急”サービス

救命救急医療の対応力の強化、救命率の向上を図るためのシステムを構築

◇個人が健康データを入力・管理するアプリを導入

◇救急搬送時のトリアージを最適化するシステムを導入

◇救急搬送時に病院と救急隊とで傷病者の医療情報を共有するシステムを導入

◇救急搬送の最適な運行管理を行うシステムを導入

◇同時に構築する 【データ連携基盤】 を通して、これらのアプリ・システムを連携

搬送時間の短縮・迅速な受入・スピーディかつ適切な医療措置

救命率を向上させる！

【総事業費】 329,970千円
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空飛ぶクルマドクターヘリ

アプリから診療情報等の取得
AEDからバイタルデータ取得

救急搬送の運行管理
（救急車・ドクターカー・ドクターヘリ

・空飛ぶクルマの最適な選択）

最適な搬送経路

搬送時間短縮

迅速・的確な医療処置

救急車・ドクターカー
健康・診療データ

の入力管理

医療情報の共有
適切な医療処置

大学病院等

搬送先病院

または

システム分析⇒最適なトリアージの実施

傷病者の状態情報等を共有

“救急”サービス
運用イメージ図
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・令和４年７月に宮崎大学、宮崎県、宮崎県北部メディカ
ル産業推進協議会（延岡市・日向市・門川町）宮崎県医
療機器産業研究会の主催で、医農工連携の推進を目的
とした大規模イベントを開催。
（令和5年度中に第２回を開催予定）

・専門家による講演に加え、県内企業をはじめとした多
くの企業に協力いただき、16の体験イベントを実施。
体験イベント以外にも企業の展示ブースや宮崎大学研
究室による発表ブースなど設置し、企業・研究室合わ
せて25団体が参加した。

・参加者は約200名。アンケートでは企業、大学共に「非
常に良かった」「良かった」が約9割と、満足度の高い
イベントとなった。

16② 東九州メディカルバレー構想における
延岡市と宮崎県・宮崎大学との連携事例
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Ⅳ. 防 災



• 市民の皆様のご協力により個人の移動データを収集・分析し公共交通最適化に活かす

• 人、時間、場所等ごとに特徴を捉え、交通の時刻表やバス停等の場所を変化させたときに人流がどう変化するか等を予測

• 時間帯ごとの人流に応じた避難所整備を

（２）人が集まる場所への移動の流れ（１）時間帯ごとの人の流れ

① 7時45分の通勤者の位置

② 8時20分の通勤者の位置

① イオン延岡への移動ルート

② 県立延岡病院への移動ルート

⇒濃い色=人の多い所に避難所を確保 ⇒ 最適なバス路線・時刻表づくりに活かす

公共交通の最適化、そして命を守る防災政策にデジタルを活かす

18
※協力：東京大学ソーシャルＩＣＴ研究センター



19慶應義塾大学地域ICTプラットフォームラボ災害物資支援DXWG
~日本のモノの流れの専門家が中心となり、「豊かな災害生活実現」を設計する~

• 慶應義塾大学地域ICTプラットフォームラボ災害
物資支援DXWGに集う産学官を代表

– 玉生弘昌（株式会社プラネット代表取締役会長）

– 飯沼正満（株式会社インテック常務執行役員・情報流
通基盤サービス事業本部長）

2022年8月、宮崎県延岡市を活動拠点に災害物資支援DX研究開発を始動。



20慶應義塾大学地域ICTプラットフォームラボ災害物資支援DXWG
~日本のモノの流れの専門家が中心となり、「豊かな災害生活実現」を設計する~

• 慶應義塾大学地域ICTプラットフォームラボは、デジタル田園都市構想に代表される、重要インフラの地域主導でのイノベーションを目的に地域ICTインフラ
開発に実績を有するインテックを招聘して2020年に設立されました。

• 宮崎県延岡市においては、延岡市・延岡市教育委員会・慶應義塾大学SFC研究所による連携協定（2021年3月〉、延岡市・慶應義塾大学SFC研究
所・AJS株式会社の連携協力協定（2021年12月〉に基づく地域創生に関する研究活動が推進されています。

• 民間災害物資支援DXWGは、日本のモノの流れは卸や物流VAN業者が担っているとの前提に立ち、災害が高頻度かつ常体化する中、平時に民業の商
品発注で使っている物流インフラを緊急時に公の災害物資提供インフラへ変換することを可能にするDXをまずは日用品関連において開発することを目
的に産業界から日本の物流VANの中興の祖・株式会社プラネット玉生弘昌代表取締役会長を座長に、共同座長に國領二郎慶應義塾大学教授を迎え、
2022年3月に発足。

• 2022年8月、宮崎県延岡市を活動拠点に災害物資支援DX研究開発を始動。

1. WG目的

全国の市町村で普及可能な「豊かな災害生活を実現」する災害物資支援DXモデルを延
岡市で研究開発すること

2. WG発足背景

近年の自然災害の頻度と被害規模の拡大に対応し、政府は2019年度から予備費を従
来の3500億円から5000億円に拡大するなど、政府挙げての防災対策を推進しています。

一方、災害時の物資支援をより効率よくニーズにあった物資提供を実現するためには課題
が存在することが確認されています。そこで、日常EDIネットワークおよび物流を活用した実
現方法を検討し、実装に向けた具体的計画を作成することが求められます。

3.活動基本方針

①共同座長に読谷山市長、委員に中間弘副市長をお迎えし、産学地方行政の連携で
初期開発を進める

②全国の市町村で普及可能な「豊かな災害生活を実現」する災害物資支援DXモデル
を延岡市で研究開発する

③あるべき姿を描いた報告書を年内に中間、年度内に最終報告というスケジュールで研
究開発を進める

業界VAN メーカー 卸 小売

慶應SFC研究所

地方自治体

PLANET あらた
PALTAC

慶應義塾大学
地域ICTプラットフォームラボ

ライオン
ユニ・チャーム

スーパー(地域)

産業界

全国で普及可能な先導モデルの開発

インテック
AJS

国

民間物流インフラ災害対応DX検討WG

延岡市

提案



平時・災害時共通 住民・関係人口との相互コミュニケーションによるWell-beingの実現

【 事 業 名 】
平時・災害時共通 住民・関係人口との相互コミュニケーションによるwell-beingの実現
・採択額 99,575千円
（交付対象事業費 199,150千円／国費50％・残りの市費負担額は交付税措置）

【 事 業 概 要 】
自治体情報掲示板利用者、システム内のWi-Fi環境利用者、市公式サイト利用者の個人情報保護に関しての同意管理を実施し、
通常の方法では、行政が知り得ない個人の情報をシステム内で入手し、平時の関係人口の情報把握や観光客や市民のニーズ把握、
市公式サイトのアクセス状況分析などにより、個別最適化された情報提供を可能とするとともに、地域通貨と組み合わせて市内消費の拡
大を図る。
また災害時においても、自前のネットワークを構築することで、ネットワーク内でのインターネットを含む通信が可能とすることにより、外部サ
ーバー故障によるネットワークダウンや携帯電話回線の規制時においても、必要な情報を伝達することが可能とするとともに、さらにセキュア
な通信環境で情報を伝達できるので個々人の支援や生活必需品の確保も可能とする。
こうした平時と災害時の両方に対応したまちづくりを展開することにより、人口減少等に歯止めをかけ、地方創生の推進を図る。

優良モデル導入支援型
【TYPE１】

災害時の運用イメージ

キャリア回線

避難施設／避難者

①マイナンバー利用の同意 ①必要物資情報

を収集

必要物資の種類・数量
マイナンバー情報

インターネット

人工衛星

（想定）

キャリア回線が断絶

キャリア回線が断絶しても、衛星でつながるため、

インターネットが利用できる。

②物資搬送親戚・友人等

②安否情報等通知

誰一人取り残さない

BCPに強いまちづくり

※延岡市独自のネット環境（高いセキュリティレベルを確保）【延岡市】ナーブネット
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Ⅴ. 農 業



株式会社テムザック（本社：京都市）は、ワークロイド（働くロボット）メーカーとして、複数のロボ
ットが互いにコミュニケーションしあって協働する分野のパイオニアと言われています。

この度、延岡市に研究開発拠点を設けて北浦町の田を舞台に、稲作ロボットを開発し、米粉生産につな
げる計画で、延岡進出の立地調印式と、延岡市及び一般財団法人 北浦町農業公社と研究開発のための連
携協定の調印式を行いました。

今後、延岡市は同社と連携し耕作放棄地の増加を食い止める「スマート稲作改革」を進めます。
・ドローンで籾の直播
・合鴨農法のカモの代わりに複数のロボットを活用
・脱炭素型プラントによる米粉製造

R4.12.15(木)締結式

スマート＋脱炭素型農業の推進
23
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Ⅵ. 都市計画



① 安心と温もりの市民参加型GISクラウドサービス構築事業

「市民サービス向上」・「業務効率化」のためのGISクラウドサービスを構築

◇市民公開用の「公開型GIS」と庁内共有用の「統合型GIS」を構築

◇窓口支援システムの構築 （公開型GISを活用)

◇市民通報サービスの構築 （統合型GISを活用）

【総事業費】 106,512千円

【統合型ＧＩＳ】

ＧＩＳクラウドサービス
（LGWANデータセンター）

庁内情報共有・集計・分析・活用

・航空写真
・地形図
・災害ハザード情報
・避難所情報
・地番図 など

【窓口支援システム】

窓口で自由に
閲覧・印刷

【公開型ＧＩＳ】

市民へ情報公開

【市民通報サービス】

市民通報

各種情報

情報公開

通報・報告

双方向型

登録

GISとは
位置に関する情報を持ったデー
タを視覚的に表示し、情報を重
ね合わせることが出来、情報の
関係性を見たり、分析ができる
システム

事業イメージ

【 GISイメージ 】

地形図

子育て施設

通学路情報

避難所

災害ハザード

25
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Ⅶ. 住宅・空き家



① 延岡市空き家利活用モデル事業
HYPHENATION in NOBEOKA

27

空き家のDIY体験イベント ／ 空き家活用 株式会社

（目的）空き家の利活用の体験を通して、空き家問題についての啓蒙を行い、
当イベントのより一層の浸透、市民サポーターの増加を図る。
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Ⅷ. 自治体窓口行政



令和４年12月1日 リリース！

① 誰一人取り残さないポータルアプリ構築事業 29



シニア向けスマートフォン教室 ～デジタルデバイト対策～

① 誰一人取り残さないポータルアプリ構築事業 30



マイナカードで住民票などが10円でとれます

◆令和５年３月１日から（当分の間）

・コンビニ交付とは？
マイナンバーカードを利用することで、コンビニエンスストア等に設置してある
マルチコピー機から、住民票などの証明書を取得できるサービスです。

※ 利用できる時間 ６時３０分～２３時 （12月29日～1月3日および保守点検日を除く）

①住民票の写し（300円）
②印鑑登録証明書（300円）
③戸籍の全部(個人)事項証明書（450円）
④戸籍の附票の写し（300円）
⑤各種税証明書（300円）

※お好きなときに、混まずにとれます！

◎ 窓口交付と同額だったコンビニ交付手数料が、以下のとおり変わります。

② マイナンバーカード登録・利用促進 31



マイナカード窓口
◆市役所

〇 日曜窓口 （４月・５月は第２・第４日曜日）

期間 ： ４月 ９日(日) ４月２３日(日)
５月１４日(日) ５月２８日(日)

時間 ： ８時３０分から１６時まで

マイナポイントの申込期限は 令和５年９月末 までです。
マイナちゃん

② マイナンバーカード登録・利用促進 32



①のべおかポータルと新マイキープラットフォームを活用した「行かない市役所」構築事業

【 事 業 名 】
のべおかポータルと新マイキープラットフォームを活用した
「行かない市役所」構築事業
・採択額 287,520千円
（交付対象事業費 287,520千円／国費100％）

【 事 業 概 要 】
地域課題の解決や魅力向上等の地方創生につながる本市独自の各種施策の推進に合わせ、市民カード化
構想における新マイキープラットフォームを活用し、本市が令和４年度にデジタル田園都市国家構想TYPE1及
びTYPE2で実装した、住民向けフロントサービスである「のべおかポータル」とデータ連携の要となる「データ連携
基盤」を連携し、行政手続の一気通貫したデジタル対応による「行かない市役所」（①オンライン申請とデジタ
ルチケット（子ども医療費受給資格証）の発行、②オンライン面談・相談、③図書館システムの構築）を実現
させ、住民サービスの向上及び行政事務の効率化を図る。

図書館システム

マイナンバーカード利用
横展開事例創出型

【TYPE X】

33

33



34

Ⅸ. 移住・交流人口増
・農業ロボット



デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）

【 事 業 名 】
「自然といのちを大切にする地域づくり」による移住・交流人口増促進事業
・採択額 40,369千円
（交付対象事業費 80,738千円／国費50％・残りの市費負担額は交付税措置）

【 事 業 概 要 】
人口減少の顕著な中山間地域等において、農林業の振興を図るため、狩猟免許取得者を増やすのみならず
、デジタル技術を活用して、有害鳥獣が人里に近づかないような仕組みを整備し、地域産業の好循環を生み出
すとともに、自然や動物と人間の営みの調和に着目した「里山塾」による人材育成にも取り組み、このような自然
といのちを大切にする地域づくりに共感するペット愛好家等の移住や交流人口の増加を図っていく。
また、農業経験のない人でも農業に取り組めるよう、最新の技術を活用したロボットによる稲作支援等に取り組
み、新規就農者の確保や移住促進を図り、総合的に地方創生を進める。

横展開型

里山塾
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